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実践研究
はじめに
　2014 年 2 月にロシアで実施された第 22 回オリ
ンピック冬季競技大会（2014/ ソチ）では、88 の国・
地域から約 2,800 名のアスリートが 15 競技 98 種
目に参加した。今大会の日本選手団の成績は、金
メダルを含むメダル総数 8 個（金 1、銀 4、銅 3）、
入賞者 20 名、メダル獲得数ではこれまで最高成
績の長野大会に続く好結果となった。この成績は、
アスリートを含む競技団体における日々の努力の
賜物であることは間違いない。ただ、これまで培っ
てきたパフォーマンスを最大限に発揮するために
は、大会期間中の最終調整を万全にする必要があ
ることは言うまでもない。
　その中で近年多くのメディアを始めとして取り
上げられているのが、マルチサポート・ハウスで
ある 1–4。マルチサポート・ハウスは、文部科学省
の委託事業であるマルチサポート事業の一環とし
て実施されたものである。マルチサポート・ハウ
スは、2010 年広州アジア競技大会において初トラ
イアルで設置された。その後オリンピックでは、
2012 年に開催されたロンドン大会で初めて設置さ
れ、日本選手団が獲得した 38 個のメダルに大き
く寄与したことがアスリートや競技団体関係者ら
の証言からも理解できる 5。
　今回のソチ・オリンピックにおけるマルチサ
ポート ・ハウスのコンセプトは、『Preparation 
Focus』であり、アスリートが試合前に日本いる
時と同じ様な環境で過ごして準備ができることに
重点がおかれた。これまでのコンセプトは、『One 
Stop Shop』であり、試合前の準備がマルチサポー
ト・ハウスにくれば整うというものであった。た
だ、いずれも大会本番でのパフォーマンスを最大
限に発揮するためのコンディショニングに焦点を
当てていることが前述の報告から理解できる。
　これまでの調査では、日本以外にもアメリカ、
オーストラリア、イギリス、オランダ、ブラジル、
シンガポール等が同様の施設を選手村の近郊に設
置していたことが明らかになっている 6。これら
の国々では、前述の通りオリンピックにおけるパ
フォーマンスの最大限化を目的として拠点の設置
をしていることが理解できるであろう。
　それではオリンピックの選手村において、
この目的を達成することはできないのであろうか。
オリンピックにおいて強豪国と言われている国々
が選手村以外の拠点を設置する理由はなぜなの
か。本稿ではオリンピックの特殊性について、
Accreditation Card（認定カード）およびアスリー
トヴィレッジを中心として文献を基に情報を整理
するとともに、冬季ソチ・オリンピックおよびソ
チ・パラリンピック視察から見えてきたアスリー
トヴィレッジの新たな活用方法について明らかに
することを目的とした。
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1．方法
1）文献調査
2）視察
①視察
　場所：ソチ・オリンピック    
期間：2014 年 2 月 6 日（木）〜 12 日（水）
内容：マルチサポート・ハウス（コースタル
クラスター / 海側）および（マウンテ
ンクラスター / 山側）、アスリートヴィ
レッジ（海側）、ジャパンハウス、オ
リンピックパーク、開会式、競技、オー
ストリアハウス、市内等の視察と関係
者へのヒアリング。
②視察
　場所：ソチ・パラリンピック    
期間：2014 年 3 月 2 日（日）〜 6 日（木）
内容：アスリートヴィレッジ（海側、山側）、
オリンピックパーク、市内等の視察と
関係者へのヒアリング。
2．レギュレーション（規定・規則）に
則っての運営
　オリンピックは、主催者である国際オリンピック
委員会（IOC）の憲章に則り詳細なレギュレーショ
ン（規定・規則）を作成し組織委員会がマニュアル
化して運営されている。ロンドン大会では、約 2ヶ月前
に配布する選手団長マニュアルにおいて、大会時に
適用する最終方針および手順について確定した内容
が掲載されることになっていた 7。
　これまで筆者らは JOC 情報戦略部門として、オリ
ンピック開催前に組織委員会とのミーティングや現
地の視察を含めて 2002 年冬季ソルトレイクシティ・
オリンピックより情報収集を継続してきた。それら
を Team JAPAN として共有する機会を何度も設置
した 8。
　オリンピックやパラリンピックの組織委員会では、
大陸毎の責任者が決められており日本はアジア地域
のマネジャーやコーディネーターが窓口となってい
た。大会期間中の選手団に関する要望等は、ここで
の交渉が重要となっていることが理解できた（表 1）。
　また、詳細な大会情報は、開催直前まで改善を
※役職は当時のもの。
日時 場所 出席者 主な接見者
第 1 回
2011年 3月2日（水）
8:50-14:30
大会組織委員会
（LOCOG）事務所
市原専務理事、
西村強化部部長、
須川強化部主事
NOC
大陸マネー ジャー 、
NOC
大陸コー ディネー ター 、
他
第 2 回
2011年5月6日（金）
9:10-13:30
大会組織委員会
（LOCOG）事務所
市原専務理事、
西村強化部部長、
須川強化部主事
NOC
大陸マネー ジャー 、
NOC
大陸コー ディネー ター 、
他
第 3 回
（各国・地域団長
会議）
2011年8月9日（火）〜
14日（日）
インター コンチネンタル
ホテル、大会会場他
上村強化本部長、
西村強化部部長、
笠原副部長、
須川主事、勝田、
久木留情報・医・科学
専門部会員、他
大会組織委員会
主要メンバー、
NOC
大陸マネージャー、
NOC
大陸コー ディネー ター 、
他
表 1.　2012 ロンドン・オリンピックにおける事前視察状況
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繰り返されていた。さらに、それらの情報は莫
大な量になる。そこで、インターネットを介して
The Exchange（エキストラネット）から配信さ
れていた。ただし、このアクセス権は各国・地域
のオリンピック委員会（NOC）の担当者に限られ
ており、競技団体や一般からはアクセスすること
は出来なかった。
　これらのことから、オリンピックの運営はマ
ニュアルに沿って行なわれていることが明らかと
なった。ただ、その情報の多くは混乱等を防ぐ目
的から NOC の事務局にのみアクセス権があり、
選手団内での情報の還流はここを通して行なわれ
ることになっていたことが理解できた。
　各オリンピックの組織委員会は、204注 1 の国と
地域を相手に巨大なイベントを運営してきた。そ
のため一つ一つの細かな要望に対して聞いていく
ことはできないのが実情であった。よってレギュ
レーション（規則・規定）に則ったマニュアルに
基づいて大会運営を行なうことになっていた。た
だ、一つ言えることは、このレギュレーション（規
則・規定）を理解し、マニュアルを読み込み運営
に関する全てのことを把握していることが大会期
間中の戦略を大きく左右することになるというこ
とである。強豪国はレギュレーション（規則・規
定）を読み込み、マニュアルを理解し、行間を突
いて組織委員会と交渉を行い自分たちに有利にな
るような戦略を立案していることは間違いないで
あろう。
3. Accreditation Card（認定カード）
　オリンピックやパラリンピックでは、各 NOC
や NPC 注 2 選 手 団 の 団 員 に 身 分 証 明 と し て
Accreditation Card（認定カード /AD カード）が
配布され、大会期間中を通じてこのカードがあら
ゆる場において効力を発揮することになる。AD
カードは大会期間中の身分証明書であり、パス
ポートの代わりとなる。ビザを必要な国や地域の
代表においては、この代わりにもなる。
　オリンピックやパラリンピックでは、アスリー
トヴィジレッジへの入場、会場とアスリートヴィ
レッジ等を結ぶシャトルバスへの乗車、大会の会
場および練習会場への入場、その他全ての関係施
設への入場には AD カードが必要となる。さらに、
AD カード保有者は大会期間中、公共交通機関は
無料となる。
　AD カードの配布枚数は、選手団の規模によっ
てレギュレーション（規則・規定）で決められ
ており、出場するアスリートの数が多ければ必然
とスタッフに割り当てられる枚数も増えるように
なっている。
　また、アスリートヴィレッジでのベッド数も
AD カードと連動している。
　AD カードの種類と配布に関する事項は複雑で
ある。ただし、これも全てマニュアル化されて
いた 7。
　役員（選手以外のスタッフ）の AD カードは、
選手団総選手数に対して 55％が割り当てられるこ
とになっていた。さらに、セーリング、ボート、
カヌー（スプリント）上述の 55％ルール以外にも
1 枚カードが配布されることになっていた。馬術
では馬の世話係のグルーム（厩務係）様にカード
が 1 頭 1 枚配分されている。また、NOC に獣医
1 名分のカード、ホースオーナーに 2 枚のカード
が配布されることになっていた。サッカーの場合
は、特別なルールを設定し一律 7 枚のカードを各
NOC に配布されていた。ただし、ロンドン市内に
入ってからの試合（準決勝以上）は、レギュレー
ションに則ってカードが配布されることになって
いた。
　副団長の数もレギュレーションによって決めら
れていた。51 名以上いる選手団は 1 名、174 名以
上いる選手団は 2 名、249 名以上いる選手団は 3
名の副団長を置くことができた（副団長用の AD
カードを配布）。
　代表選手団正式役員総数の 50％は AD カード
（Ao カテゴリー）注 3 を 2 回まで（1 枚で 3 人）ト
ランスファーラブル（名義書換）することができ
た。オリンピックでは、開催期間中（17 日間）全
て試合がある競技はほとんどない。例えば競泳と
シンクルナイズドスイミングでは日程が違う。そ
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こで、競泳のコーチとシンクロのコーチがADカー
ドをトランスファーラブル（名義書換）すること
でカードを有効に活用することができた。これは、
柔道とレスリングのように競技間を超えて行なう
こともできた。
　ただ、競技を超えてトランスファーラブルを行
なうためには、手間と時間が必要であり専門のス
タッフがいることが予想された。
　AD カードには、多数の種類が存在した。トレー
ニング施設のみにアクセスできる P カード、国家
君主、国家元首、スポーツ担当大臣、それらの付
き添いに配布される NOC カード。アップグレー
ドで自分が本来入場できる場所以外にアクセスす
ることができる U カード（アップグレードパス）
等があった。
　AD カードに様々な種類があるのは、その種類
によって入れる区域が限定されているためである
ことは理解できるであろう。例えば、カードによっ
て会場には入れるが、試合の行われているフロ
アーやトレーニング会場に入れない等の区別がな
されていた。さらに、オリンピックファミリーゾー
ンという特別区域があり、これもカードによって
制限が掛けられていた。
　これらの詳細な区別によって、安全管理とス
ムーズなマニュアルによる運営を徹底していた。
ただ、この背景には、ヨーロッパに古くから根付
いている階級社会や貴族文化を垣間見ることもで
きた。
　この様にオリンピックでは、AD カードによっ
て活動が制限されることになりサポートという面
からすれば、いつも通りのサポートができないと
いうことが理解できるであろう。前述の通り、ア
スリートヴィレッジには基本的に AD カードの所
持者でないと入れない。そこで、毎日一定枚数の
ゲストパス注 4 が選手団の規模に応じて割り当てら
れていた。このゲストパスを活用して、多くのス
ポーツ医科学スタッフがアスリートヴィレッジに
入りサポートをすることになった。
　ゲストパスによるアスリートヴィレッジ内での
活動時間は、9 時〜 21 時となっていた。申請の手
続きは、組織委員会のウェブサイトからオンライ
ンで取れるようになっていた。このサイトへのア
クセスに関しては、ID とパスが各 NOC に組織委
員会から渡されている。入出の前日 15 時迄にオ
ンラインフォームを入力することが必要となって
いた。
　このようにオリンピック期間中の行動形式を含
む全ての事柄がレギュレーション（規則・規定）
に沿ってマニュアル化されていた。つまり、これ
らを全て把握した上で、時々刻々と変化する状
況の中で臨機応変に戦うことを求められている
のが現在のオリンピックやパラリンピックなの
である。
　強豪国は、AD カードの配分を含めてレギュレー
ション（規則・規定）とマニュアルを熟知していた。
選手団をどのように構成することがチームにとっ
て有効であるのか綿密に調整をして大会に臨んで
いることが、私たちのこれまでの調査で明らかに
なっている６。
AD カード
スポーツ情報戦略に関する一考察Ⅷ
─　17　─
4．アスリートヴィレッジ内の機能
　アスリートヴィレッジ（選手村）は、オリンピッ
クやパラリンピックに参加したアスリートやス
タッフが大会期間中に居住できる設えが整えられ
ており一つの自治区域になっていた。
　その機能としては、以下のものが一般的である。
宿泊棟、メインダイニングホール、ヴィレッジプ
ラザカフェ、軽食カート、ランドリー、トレーニ
ングジム（サウナ、シャワー等完備）、宗教セン
ター、ミーティングルーム、ポリクリニック（村
内総合診療所）、トランスポーテーション（バス
発着場）、IOC の NOC リレーションズオフィス、
競技インフォメーションセンター、アスリートラ
ウンジ、ヴィレッジプラザ（小売店、カフェ、娯
楽エリア等）、NOC サービスセンター等が設置さ
れている。これまで 4 つの大会（2004 年アテネ、
2008 年北京、2012 年ロンドン、2014 年ソチ）に関
して視察を行なってきたが、運営や形態に若干の
違いはあるがここに挙げたものは全て揃っていた。
　これらのことから理解できるようにアスリート
ヴィレッジは、参加するアスリートやスタッフの
ために全てが揃う環境として設計されていた。た
だし、ここで課題となるのが、居住区の選別と村
内機能の把握、そしてそれらを含めた勝つための
トータルデザインであることは間違いない。
　これまで調査を行なった中で、アメリカ、イギ
リス、オーストラリア、フランス、ドイツ等の強
豪国は、前述の課題を把握した上で居住区の選定、
ポリクニックとの連携、組織委員会との連携を含
めてトータルデザインを設えてオリンピックに臨
んでいた６。
　日本は、JOC がオリンピックに関する情報を
把握し競技団体は全てのことを任せていた感が強
い。しかし、現在のオリンピックは競技団体が自
らレギュレーション（規則・規定）を把握し、所
属する国際連盟や協力できる他国等から情報を獲
りに行く努力が求められている時代に変化してい
ると言えるであろう。その上で競技団体は、JOC
とのレベルの高いディスカッションをすることに
より Team JAPAN として機能を上げていくこと
が求められている。
　強豪国は、組織委員会と綿密に打ち合わせを何
度も行いレギュレーション（規則・規定）の隙間
をついて自国の有利な機能をアスリートヴィレッ
ジ内に設置していた。
5．ソチ冬季オリンピック・パラリンピック
視察から見えてきた戦略
　ソチオリンピックとパラリンピックによる視察で
の最大の収穫は、イギリスパラリンピック委員会
（BPA）とアスリートヴィレッジ内にてミーティン
グを実施できたことであった。これにより、今後
のパラリンピックにおけるマルチサポート・ハウス
の設置について最大の情報を得ることができた。
　パラリンピックのサポートで最も重要なこと
は、『アクセスビリティ』であることを理解する
ことができた。どんなに整ったサポート施設でも
障害を持ったアスリートが、利便性の劣る施設を
使うだろうか。サポートをする側は、常にサポー
トを受ける側の視点を持つことが必要となること
を BPA のスタッフから改めて考えさせられた。
　さらに、アスリートヴィレッジ内のポリクリ
ニック（村内総合診療所）の活用は、パラリンピッ
クにとって重要な観点であることが理解できた。
また、この点はオリンピックも同様であることが
BPA のスタッフとのディスカッションから改めて
明らかとなった。前述の通り、アスリートヴィレッ
ジ内にはアスリートやスタッフに必要な機能が一
通り揃っている。この点を考慮した場合、再度ア
スリートヴィレッジの有効活用を考えてみること
が必要であろう。
　また、2012 年ロンドンオリンピック時のポリク
ニックに関する情報を合わせて収集することがで
きた。さらに、オリンピックとパラリンピックを
合わせて戦略を整えることの重要性について示唆
を得た。この点については、別途報告をしたい。
　今回のソチ・オリンピックおよびパラリンピッ
クの視察では、AD カードが取得できなかった関
係で初めてチケットやゲストパスのみで対応をし
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た。改めて大会期間中における AD カードの効力
を確認する機会となるとともに、新たな視察の観
点を得ることに繋がった。
　オリンピックやパラリンピックを新たな交渉
場所として活用する場合は、AD カードの有無
より事前のネットワークと交渉が必須であるこ
とが理解できた。事前の準備なしでの訪問でも、
聞く側に豊富なネットワークと情報があれば多
くの有益な情報を収集することはできる。ただ、
その場合でも事前の準備を整えて臨めば、さら
に有益な情報を収集することができることは言
うまでもない。
　その典型的な事例が、パラリンピックにおける
北欧 5 カ国（アイスランド、ノルウェー、デンマー
ク、フィンランド、スウェーデン）による共同チー
ムである。それぞれ小国であることを考慮し、ス
ポーツ医科学等のサポートを共同で運営していた
（写真 2）。おそらくオリンピックやパラリンピッ
クにおいて、同様の事例は少なくないであろう。
重要なことは、俯瞰してオリンピックやパラリン
ピックを見て情報を収集することである。
　また、今回の視察では、IOC の TOP スポンサー
を活用することも視野に入れるべきであることが
理解できた。ソチではコースタルクラスター（海
側）とマウンテンクラスター（山側）に大きく二
つの区域に分けて運営を行なっていた（山側は正
確にはさらに二つ分かれていた）。この中で開会
式をおこなったコースタルクラスターでは、オリ
ンピックパーク内に会場を集約させていた。
　オリンピックパーク内には、TOP （The Olympic 
Partner ）プログラムの契約をしている企業のパビ
リオンがあり多くの観客を楽しませていた（写真
3–6）。現在、TOP プログラムと契約している企業
は10社あり、2016年リオデジャネイロ・オリンピッ
クより新たなに日本のブリヂストンが契約するこ
とになっている。これで日本の TOP 契約企業は、
写真 2
写真 3 写真 4
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パナソニックと合わせて 2 社となる。スポーツ基
本法の制定により、スポーツを国家戦略として取
り組むことが明記された中で民間企業の協力を求
めていくことは戦略上、十分にあり得る。TOP 契
約企業のパビリオンの活用も今後考えるべき戦略
の一つであることは間違いない。
6. まとめ
　現在のオリンピックは、世界中が注目するビッ
グイベントであり各国首相らが揃う最大の式典で
ある。さらに、巨大な収益を上げるビッグビジネ
スである9。そのため、イベントの運営は全てマニュ
アル化されていると言っても過言ではないであろ
う。その情報量は莫大であり、業務を掛け持ちで
きる範囲を超えていることは間違いない。さらに、
オリンピックの開会までに組織委員会との交渉を
何度も行なうことが一般的となっている。ここで
の交渉を有利に展開するためには、交渉の専門家
がいなくてはならない。レギュレーション（規則・
規定）とマニュアルの本質を把握し、日本が有利
になるような意図を持って交渉することができる
プロフェッショナルな人材とチームが必要な時代
となっている。
　これらのことから、オリンピックやパラリン
ピックという特殊環境での戦いにおいて以下の点
が考えられた。
1）オリンピックやパラリンピックへの派遣に関
するスタッフのプロフェッショナル化
2）アスリートヴィレッジ内とマルチサポート・
ハウスの連携強化
3）オリンピックやパラリンピックのサポートに
おけるトータルデザインの必要性
注
注 1　2015 年 1 月 05 日現在の加盟国・地域数は
205。2012 年ロンドンオリンピック時 204
であった。
注 2　各国・地域のパラリンピック委員会
注 3　Ac ＝ NOC 選手団長、副団長、Aa ＝オリ
ンピック選手、Ao ＝チーム役員、プレス・
アタッシェ
注 4　ゲストパスの所有者は、朝 8 時から夜 21
時までアスリートヴィレッジに入ることが
できる。
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